
【目的】
水素は再生可能エネルギーを含め多種多様なエネルギー源から製造し、貯

蔵・運搬することができ、国内外を問わずあらゆる場所からの供給が可能であ
ることから、沖縄県においてもエネルギーの多様化を進めるうえで重要な資源
となる可能性があると考える。
本調査事業では、沖縄地域における水素の利活用を通じた再生可能エネル

ギーの更なる導入拡大に向けた現状の課題や今後の展望について、需要側（使
う側）、供給側（製造・運搬・販売）、支援側（行政、団体等）の視点を踏ま
え調査を実施し、その結果を広く県民の理解を得るため可能性調査を実施する。
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【利用面】
＊公共車や公共交通機関から導入を始め、環境に対する優位性を県民に周知する。
＊燃料電池自動車は、2025年に400台、2030年に1,600台の導入を目指す。
＊家庭用の燃料電池は、活用のメリットを県民に周知し、普及を目指す。

【供給面】
＊燃料電池自動車の普及に合わせた水素ステーションや水素供給体制の整備
＊沖縄の副生水素利用の利活用に向けた公的機関による実証試験の早期展開
＊2025年以降の水素移入に向けた方策の検討

沖縄地域は、島しょ地域であり日本本土と異なり、
隣り合う県が海を隔てており、電力融通や物資、エネ
ルギー原料の輸送などの面で不利な状況下にある。

また、気候環境の面では、温暖な気候から日本屈指
の観光立県であるが、台風等の災害も多く、環境保全
やレジリエンスの面からエネルギー自給率の向上が求
められており、再生可能エネルギーへの期待が高い地
域である。

そのため、沖縄地域において、利用可能な副生水素
を有効活用し、県内の交通面において燃料電池自動車
へ供給することで、環境の面から水素が果たす役割は
大きく、環境・観光立県として、産学官が連携し、水
素エネルギーの有効利用を考える必要がある。

年   度
利 用 者・ 車   種 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

一般ユーザーFCV（自家用車）
FCV（社用車）
FCトラック
FCフォークリフト

公共交通機関FCバス
行政機関 FCV（公用車）

利 用 者・ 機   種

一般ユーザー家庭用エネファーム 1,000
企業 産業用燃料電池

利 用 者・ 機   種
漁業就労者 FC漁船
運輸、観光 FC輸送船、観光遊覧船

企業

期進促入導・期中及普期RPのVCF・期初及普

期進促入導・期中及普期RPのムーァフネエ・期初及普

006,1004

期RPの船CF・期初及普期発開究研・船CF

400

年   度
利 用 者・ 車   種 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

主体企業との調整
バッファードラム整備
圧縮機整備
供給開始 31,000kg/年を製造、供給

主体企業との調整
カードル整備
水素ローリー整備
輸送開始
主体企業との調整
定置式ステーション整備 那覇南部 中部地区

移動式ステーション整備
運用開始

期用運給供素水・期中及普期備整給供素水・期初及普

副次水素利用FS調査

水素販売

水素製造

水素輸送

移入による水素と併せて供給

燃料電池自動車の普及に伴いステーションを拡充(+3箇所)

６．沖縄地域における水素エネルギー普及ロードマップ

７．沖縄地域の水素エネルギー導入可能性まとめ

６．沖縄地域における水素エネルギー普及ロードマップ

７．沖縄地域の水素エネルギー導入可能性まとめ



１．国内の動向
経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（2019年策定）
＊自動車部門については、2025年に20万台、2030年に80万台を目差すと共に、価格水準の引下げを目差す。
＊家庭用エネファームは、2030年に530万台の導入を目差すと共に、価格低減を図り、投資回収５年を目差す。
＊水素価格を2030年に30円/N㎥、将来的に20円/N㎥程度に引下げを目差し、輸送技術の研究を進める。

２．沖縄地域の動向

図 「沖縄クリーンエネルギー・イニシアチブ」での水素アクションプラン
出典：「沖縄クリーンエネルギー・イニシアチブ」（沖縄県）

「水素・燃料電池戦略ロードマップ」のアクションプラン
出典：「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（経済産業省）

【沖縄県の動向】
沖縄県における水素の利活用は、令和３年３月に公表され

た「沖縄クリーンエネルギー・イニシアチブ ～2050年度脱
炭素社会の実現に向けて～」で、チャレンジプロジェクトに
位置づけられ、将来の実装化に向けた施策の展開を図ってい
くとされている。
一方、沖縄県民は、環境への負荷が少ないエネルギーで、コ
ストに見合えば活用したいとの認識はあるが、利活用に向け
インフラ整備が必要との認識は薄い。

【県民向けアンケート】
本調査において、県民向けに水素エネルギーに関する

アンケート調査を実施した。
その結果、「水素」に関する認識はあるものの、アバ

ウトな認識であった。
また、「水素社会」実現には製品を支えるインフラの

整備が必要との認識が高かった。

沖縄の化学製品の製造工程で副次的
に発生する水素350k㎥を活用すること
により、年間400台程度の燃料電池自
動車の燃料を賄うことが可能となる。

４．沖縄地域における水素エネルギー普及イメージ

３．沖縄地域における水素供給の可能性

５．沖縄地域における水素エネルギー導入方策


